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(財)国民工業振興会 講演会 
(第 19回 環境・安全・品質マネジメント研究会 例会) 
「最近のミヤンマーの動向と経済産業省の政策」 
日時 平成 24年 12月 19日(水)14:00~16:00 
場所 ﾆｭｰｵｰﾀﾆｲﾝ東京 ３階 「おおとりの間」 

主催 国民工業振興会 
後援 公益社団法人 日本技術士会 
東京商工会議所 品川支部・大田支部 

 
講演「最近のﾐﾔﾝﾏｰの動向と経済産業省の政策」 
          経済産業省 通商産業局 ｱｼﾞｱ大洋州課長 春日原大樹氏 
 ﾐﾔﾝﾏｰの経済情勢と日本との経済関係について詳細な資料を使用し

て講演された。講師は、今年の 9月まで 4年間、東ｱｼﾞｱ･ｱｾｱﾝの経済
統合の推進を目的として政策研究・政策提言を行う国際的機関である

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ｼﾞｬｶﾙﾀの東ｱｼﾞｱ･ASEAN経済研究ｾﾝﾀｰ(ERIA)に勤務されて
いた専門家である。 
ｲﾝﾄﾞ､ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｼｭ､ﾀｲ､ﾗｵｽ､中国に国土を囲まれたﾐﾔﾝﾏｰ連邦共和国

の首都は、従来のﾔﾝｺﾞﾝに代わり 2006年 10月に新しく建設された国
土中央部のﾈﾋﾟﾄﾞｰに移った。国土面積 68万 km2 (日本の約 1.8倍)、人口 6,242万人(2011
年の IMF推計値)、人口の 70%を占めるﾋﾞﾙﾏ族が国土中央部に居住し、周辺部にｶﾚﾝ族､ｶﾁﾝ
族、ｼｬﾝ族等の少数民族が生活している。ﾐﾔﾝﾏｰ語が公用語で、宗教は仏教が中心で、仏教

徒が 90%を占める。名目 GDPは約 502億ﾄﾞﾙ、一人あたりの GDP は 832 ﾄﾞﾙで、ｶﾝﾎﾞﾃﾞｨ
ｱの 852 ﾄﾞﾙよりも低く、ｱｾｱﾝの中でも最貧国で、経済成長率は 5%~6%である。しかし、土
地の生産性も高く、鉱物資源が豊富であり、最貧国のイメージはなく、潜在力があると考

えられる。また、人口の 70%は農業に従事しており、今後の対応として、農業部門の振興
への配慮が必要である。 
 昨年 3月、憲法を制定した上での軍政から民政への移管がおこなわれ、大統領制、共和
制をとり、国家元首は 2011年に就任したﾃｨﾝ･ｾｲﾝ大統領で、就任 5年後の 2015年に次期選
挙が行われる。議会は二院制で、1/4が軍関係のポスト、閣僚数が多く 39名で、現在簡素
化を進めている。国家計画経済開発庁の大臣のｶﾝ･ｿﾞｰ氏は経済産業省との関係が深く、元

ﾔﾝｺﾞﾝ経済大学学長であった。大統領府大臣が 6名で、大統領府の強化が行われている。 
貿易状況は、ﾀｲ、中国への輸出が多く、品目は、天然ｶﾞｽ、豆、縫製品が多い。ﾀｲには天

然ｶﾞｽ、中国には、資源の輸出で外貨を稼いでいる。また、中国からの輸入が多く、ｼﾝｶﾞﾎﾟ

ｰﾙを経由して輸入されるものが多い。2011年の輸入は約 90億ﾄﾞﾙ、輸出は約 91億ﾄﾞﾙで、
日本は、それぞれ輸入は 5.6%、輸出は 3.4%であった。 
 対日貿易は、2011年日本からの輸出は約 5億ﾄﾞﾙで、中古乗用車、中古ﾄﾗｯｸ、建設機械が
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多い。ﾐﾔﾝﾏｰからの輸入は、約 6億ﾄﾞﾙで、製造業は縫製業が多く、その製品である衣類、
履物で約 70%を占め、他はｴﾋﾞ、魚、豆、ｺﾞﾏなどである。 
 外国からの投資は、1989~2012年までの累積投資では、中国、ﾀｲが圧倒的に多く、両国
で約 58%を占めている。2010年度では、単年度で過去 20年間の投資合計額を上回り、中
国、韓国等から、天然ガス開発、中国向け石油・天然ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ建設、水力発電建設、ｴﾈ

ﾙｷﾞｰ資源関連に投資が集中した。2011年度も中国の大型水力発電投資、韓国・縫製業の拡
張投資などがあり、日本からも 9年振りに縫製業・縫製検品業が認可された。 
 ﾐﾔﾝﾏｰ進出のﾒﾘｯﾄとしては、経済改革の流れとして、労働力が安価、豊富で、消費市場と

してはﾔﾝｺﾞﾝを中心に 700万人が期待でき、対日感情も良好である。仏教徒でキチッとした
人が多い。また、若年層の義務教育も高く、識字率は高い。英国の植民地であった関係で

英語にも堪能である。ﾃﾞｨﾒﾘｯﾄとして、政治ﾘｽｸ、電力供給の脆弱性、不十分なｲﾝﾌﾗ整備、

道路状況、日本との二国間投資協定・租税協定の不備、査証、税法上の不透明性他がある。 
新法の外国投資法が、今年の 3月頃から検討をはじめ、11月の上旬に成立している。各

種の規制分野がきめられており、これらについては許可が必要で、更に雇用義務があり 25%
から 75%までのミヤンマ人労働者の雇用義務が規定されている。 
経済特区法が 2011年 11月に成立、経済特別区(SEZ法)が建設される。ﾀﾞｳｴｰは 2年前か
ら経済特区指定済で、ﾔﾝｺﾞﾝ近郊のﾃｨﾗﾜ経済特区はﾐﾔﾝﾏｰ側が日本企業の進出を期待してい

る。他に 1か所の合計 3ケ所が決められている。 
 日本とﾐﾔﾝﾏｰの経済関係は、近年特に親密になっており、2012.1までに政府の要人が訪問
し、その後ﾀｲから数多くの要人が来日している。2012.4には対ﾐﾔﾝﾏｰ経済協力方針の変更と
本格的な支援再開を表明し、2012.11には、ティﾗﾜ経済特別区開発、産業人材育成・法制度
整備、少数民族地域の開発への支援表明、2014年ｱｾｱﾝ議長国に向けた対話と協力の促進が
決定された。 
 ｲﾝﾌﾗ整備に関しては、民主化支援、市民生活の向上のため、電力をはじめとしたｲﾝﾌﾗの

整備を支援することになっているが、受け手のﾐﾔﾝﾏｰ側の体制はあまり進んでいない。 
 ﾃｨﾗﾜ経済特別区(SEZ)は、ﾐﾔﾝﾏｰのﾔﾝｺﾞﾝ中心市街地から約 23kmで、ﾔﾝｺﾞﾝ川を挟んで対
岸に位置する約 2400haの区域に工業団地等の総合開発を実施するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで、その開発に
ついては、明 12/20から経産省の幹部がﾐﾔﾝﾏｰに行き、ﾒﾓﾗﾝﾀﾞﾑに合意、署名すると説明さ
れた。本件に関して、12/21に日本国政府とﾐﾔﾝﾏｰ国政府がﾐﾔﾝﾏｰ･ﾃｨﾗﾜ経済特別区開発に関
する協力覚書に署名したことが、12/27にｲﾝﾀｰﾈｯﾄで広報されている。講演では、ティラワ
経済特別区の完成ｲﾒｰｼﾞ図が示され、三菱商事、丸紅・住友商事の日本連合による投資判断

のための F/Sが実施され、日本政府による ODAによりｲﾝﾌﾗ整備・建設（電力、水、交通）
が実施されると説明された。  
ﾀﾞｳｴｰ経済特別区開発については、ﾀﾆﾝﾀﾞﾘｰ地区ﾀﾞｳｴｰ市の北約 30kmにある沿岸部の約

250平方キロを経済特区とし、今後 10年以内に深海港、工業団地、ﾀｲ国境にいたる道路・
鉄道、電力・送電線網を建設する計画で、ﾎｰﾁﾐﾝ､ﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝ､ﾊﾞﾝｺｯｸをﾁｪﾝﾅｲに繋ぐ「ﾒｺﾝ･ｲﾝﾄﾞ
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回廊」の最大の｢ﾐｯｼﾝｸﾞ･ﾘﾝｸ｣となる。2012.8の日・ﾒｺﾝ経済大臣会合において、三カ国によ
る対話を進めることを提案し、日本の関与の在り方を引き続き協議することを提案してい

る。 
 経済特別区の開発協力は、日本貿易保険、日本貿易振興機構、石油天然ｶﾞｽ・金属鉱物資

源機構、新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技術総合開発機構、財団法人海外産業人材育成協会がそれぞれの

分野を実施する。また、民間の協力については、2011年から 2013年にかけて、経済団体
連合会、商工会議所等が視察ﾐｯｼｮﾝの派遣、現地視察説明会等を実施している。 
 講演後、3名の聴講者から質問があり、活発な質疑応答が行われた。 
   

       
      挨拶 井上裕之        挨拶 梅田昌郎 

東京商工会議所特別顧問   日本技術士会元会長挨拶 
    

        
講演会風景 

       
       お礼のことば   

高木譲一日本技術士会専務理事 
                                      以上 


